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論文要旨
戦前の中等学校教員養成について官立の養成学校による中等教員養成だけでは不足をき
たし、教員の検定制度が始まった。検定制度には、中等教員養成について指定を受けた学
校や許可を受けた学校の卒業生が無試験検定により合格し、免許を取得する無試験検定制
度と、試験に合格して取得する試験検定制度とがあった。本研究の目的はこれまで未解明
な「文検体操科」について実態をもとに明らかにすることである。そのために、以下の課
題を設定し検証した。
（1）「文検体操科」の果たした役割
体操科の試験検定すなわち「文検体操科」という制度は体操科教員供給の機能を果た
したのか。量と質の面から検証する。先行研究では、中等教員養成の結果は卒業者数や検
定合格者数という供給数で比較されていた。実際に中等学校において有資格教員として任
用されているのか。体操科の教員免許を他の学科目と共に付随的に取得しても、中等学校
の体操科教員となっていないのならば、実質的には教員養成の役割を果たしていないのと
同じである。そのためには、合格後も追跡し、任用の実態を明らかにする必要がある。本
研究では実際の中等学校における実態から考察を加える。さらに、質の面でどのような検
定内容やレベルであったのか、合格率や試験問題の検討を通して分析する。
制度としての「文検体操科」が機能したならば、合格者が供給され、任用されることで
結果的に、有資格教員は増加し、無資格教員は減少し、その解消に役立ったと思われる。
先行研究では、他教科に比べて体操科は無資格教員が多く、その傾向は剣道、柔道担当者
に多く、しかも師範学校、中学校に偏っていたと云われていた。本研究では、無資格教員
の勤務校、担当教科を明らかにし、有資格教員の増加、無資格教員の減少の実態も検証す
る。
（2）「文検体操科」合格者の特性
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「文検体操科」合格者はどういう人たちであったのか。現職の小学校教員が多いと云わ
れているが、彼らの出身校はどこであったのか。先行研究ではこれまで明らかにされなか
った点である。「文検体操科」に挑戦し、合格し、そして中等学校の体操科担当教員となっ
ていった者たちはそれをどうとらえ、その後の人生にどう変化をきたしたのか。それにつ
いて「文検体操科」合格者の事例から検討する。また、先行研究によれば「文検」合格者
は「苦学」と「立身出世」をキーワードとして持っており、生涯学び続ける特性の持ち主
であるという。「文検体操科」合格者も同じ特性を持っているのだろうか。どのように苦学
し、立身出世やキャリアアップを果たしていったのか検証する。
さらに、合格者は合格後どのような経歴をたどり中等学校教員に達したのだろうか。こ
れまでの先行研究ではいっさい明らかになっていない。合格者の異動先、勤務の状況など
合格後の実態について明らかにし、考察する。
以上の課題を解明するために、まず「文検体操科」合格者を『教員免許台帳』（国立公文
書館所蔵）から特定した。さらに、合格者の多かった県の一つである埼玉県に着目し、課
題について以下のような構成で検証した。
第1章では中等学校体操科教員の需要状況を見るために、全国の中等学校数、生徒数の
変化を1912（明治45）年から1945（昭和20）年まで、各年度版の『文部省年報」からま
とめた。同じく埼玉県について各年度版の『埼玉県統計書』からまとめた。体操科教員の
供給状況については『文部省年報」に掲載された1907(明治40)年度から1940(昭和15)年
度までをまとめた。「文検体操科」出願者数、合格者数については『文部省年報」に記載の
あった1895（明治28）年度から1940（昭和15）年度まで、さらに合格者数について1948
（昭和23）年度までを『教員免許台帳』から追加した。以上の中等学校数、生徒数、「文検
体操科」の出願者数、合格者数についてその変遷について分析をした。
その結果、大正期から昭和戦前期にかけて、全国の師範学校、中学校、高女はいずれも
増加している。埼玉県においても全国と同様の増加傾向にあった。
次に、体操科教員供給状況を見てみると、供給源としての割合は官立養成校出身者が
24.3％、無試験検定合格者は62.9％、試験検定合格者は12.8％であった。試験検定の推移
を見てみると、出願者数も合格者数も増減を繰り返しながら徐々に増加傾向にあった。学
校数の増加による需要に対して供給数は徐々に増えていったと云えるだろう。
第2章では体操科及び体操科教員に対する文部省の方針はどうであったのかを見るため
に、中等教員の任用に関する制度の変遷についてまとめ、考察を加えた。
「文検体操科」について、文部省は小学校教員の出願資格を緩和して拡大し、彼らに「教
育の大意」や「国民道徳要領」を免除し、中等教員の不足を補う役割を担わせようとして
いるように見える。また、小学校教員にして見れば中学校、高等女学校を卒業していない
場合でも、教員免許状のステップアップにより、中等教員へキャリアアップできる可能性
のある制度となっていった。
第3章では「文検体操科」がどのように実施されたか明らかにするため、「官報」から試
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験日程、会場、検定委員をまとめた。検定内容について、予備試験問題を例示し、本試験
については実技試験内容をまとめ、分析を加えた。
予備試験では、解答する量も多く、専門的で、高度な内容を細部まで要求され、ハード
な筆記試験であったことが分かった。本試験の日程は天候、グラウンドの状態により順番
が入れ替わったりしたが、おおよそ第1日目は体操・懸垂運動・跳躍運動つまり鉄棒、跳
び箱の実技試験、第2日目は競技、球技、第3日は教授法、第4日目が口述試験。兵式体
操が課されていた時期は兵式体操の筆記試験と口述試験、実技試験とでさらに2日間を要
するというものだった。鉄棒はおおよそ2種目位、跳び箱は跳躍1種目、倒立・転回1種
目のようである。競技は走・跳・投それぞれ1種目、球技はバスケットボール・バレーボ
ール・サッカーの基本動作が多い。教授法では徒手体操、鉄棒、跳び箱のほか、陸上、球
技の場合もある。教材すべての中から出題されていた。本試験の実技試験では東京高師並
みのレベルが要求され、1種目でも失敗すれば不合格という難関であった。
第4章では埼玉県の「文検体操科」合格者の特性と比較するために、全国の合格者の一
般的傾向を『文検世界』に掲載された受験記から合格時の年齢、修学歴、受験の動機をま
とめ、考察を加えた。
その結果、合格者数では、大正10年から昭和3年にかけてと、昭和10年以降との二つ
の山が見られる。これは大正8年から昭和2年にかけてと、昭和13年から18年にかけて
の全国の中等学校数の増加と一致している。合格の倍率は全体の平均で12.6％という合格
率であり、難関な検定であることに間違いはない。合格者は師範学校卒が7割を超え、小
学校教員の占める割合は8割に近かった。彼らは上昇志向に根ざし、地位の安定・経済的
理由・立身出世等の動機から文検受験の道を歩み始めた傾向が明らかになった
第5章では受験準備をどのようにしたかその状況を見るために、はじめに受験対策につ
いて『文検世界』に掲載された検定委員の解説記事からまとめた。次に受験生は必ず出席
すべき講習会と云われた東京高師体育科主催の体育講習会について、『体育と競技」からま
とめ、考察を加えた。
検定のレベルは素人離れのした技術、精錬された技術を持ち、しかも、一種目でも失敗
すれば不合格と云う、難易度の高い実技種目の試験だったことが分かった。一方、東京高
師主催の体育講習会は、当時の体育界の最先端の情報を得ることができ、検定種目の練習
をしながら、目指すフォームを確認し、さらに検定委員に直接指導を受けることができた。
このため、受験生にとっては必ず出席すべき講習会となっていたわけである。
第6章では埼玉県における合格者の実態について明らかにした。『教員免許台帳』と埼玉
師範の同窓会名簿を用いて、体操、剣道、柔道、教練の科目別と、出身校別にまとめた。
合格時の勤務校、翌年の勤務校を調査し、中等学校教員となることができた年や学校など
異動の実態をまとめ、考察を加えた。
その結果､『教員免許台帳｣に記載のある埼玉県関係者の中で､埼玉師範の卒業生は65.8％
であった。さらに、合格者の中で中等学校「教諭」に転じたことが確認された者は64.9％
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であり、キャリアアップが果たせた者が多かったと云えよう。その異動のパターンには小
学校から中等学校へ直接任用された者、小学校と中等学校との兼職の期間がある者、さら
に、東京高師研究科を経由する者とが見られた。
第7章では埼玉県における体操科教員の就職状況を明らかにした。1926（大正15）年度
と1937（昭和12）年度の埼玉県における体操科担当教員を『埼玉県学事関係職員録』を用
いて特定し、免許取得事由について分析し、考察した。この時、参考にしたのが文部省体
育研究所による全国の体操科担当教員に関する調査報告であった。
有資格者は1926(大正15)年に1校につき平均0．8人の体操科担当教員であったものが、
1937（昭和12）年には平均1．3人の配置に増加している。「文検体操科」合格者の有資格者
に占める割合はおよそ3割で、無試験検定合格者は約4割であった。
第8章では「文検体操科」合格者の特性を実際の姿から見るために、押田勤と浅海公平
の2名について、事例分析を行った。
その結果、押田の受験記からは、新任の時、研究授業に挑んでいた時の「自信の持てな
いさびしい生活」から抜け出そうと努力し、自分の仕事に自信を持って生きていけるよう
になるまでのターニングポイントとなったのが「文検体操科」合格であったことが読み取
れる。浅海にとっては早すぎる「文検体操科」合格は生涯、研修に取り組む姿勢を植え付
けたと云えよう。二人のその後を見ていると、「文検体操科」合格者の生涯学び続ける
姿勢を持ち続けているという特性がよく見えた。
以上の検証の結果、結論として以下のとおりまとめることができた。
（1）「文検体操科」の果たした役割
量の面では、供給源となった三者の割合は、最も多い無試験検定合格者が6割を超え、
次に官立の養成学校卒業生がほぼ4分の1、「文検体操科」合格者がほぼ10分の1を占め
る状況となっていた。それでは、任用されて有資格教員となっている割合はどうであろう
か。埼玉県のように採用に高率な県もあったが、「文検体操科」制度によって中等学校体操
科免許を取得した者は、全国平均でも10分の1以上という割合を保っていた。このような
ことから、「文検体操科」制度は単に検定を実施して合格者に資格を付与しただけに留まら
ず、確実に任用まで期待される供給源として同じ割合で採用され、中等学校教員養成のシ
ステムとして十分に機能していたという事ができよう。
一方、無資格教員に目を転じてみると次のようなことが云える。1937（昭和12）年度で
は､実業学校を除く中等学校の体操科担当教員92名中､有資格者56名以外の者36名から、
他教科の免許状所持者である可能性が高い「教諭」である者を除くと、23名を数える。そ
の中で体操、教練、ダンス等を除き、武道を専ら担当している教員は、「嘱託｣、「武道教師」
合わせて17名であった。すなわち、他教科の免許も持たない無資格教員23名中17名
（73.9％）が武道担当者であり、その勤務校は、師範学校、中学校という男子校に限られて
いた。武道は大正期にはいわば選択必修であったためか、武道専任の教員自体が少なく、
無資格教員は体操担当の者が多かった。1937（昭和12）年になると、大量の無資格教員の
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任用実態が、剣道、柔道の授業のあった男子校に顕著に表れた。体操科の無資格教員の実
態は、武道担当教員の供給数が少なかったことと、武道担当の無資格教員を職員定数の集
計上カウントしなくともよいという措置がとられてきたことから起きた結果とも見られる。
質の面では、受験希望者用のガイドブックに掲載の模範解答を見ると、解答用紙が2枚
以上になるときはこれを綴りさらに番号順に重ねるよう指示もあるほど、量が多かった。
専門的で、高度な内容を細部まで要求され、ハードな筆記試験であったことが分かる。実
技の検定は東京高師主催の体育講習会で行うものと同じ内容であり、それは東京高師の授
業内容とも重なる。素人離れのした技術、精錬された技術の程度を要求され、しかも一種
目でも失敗すれば不合格と云う、難易度の高い実技種目の試験だった。
以上のことから、量の面でも質の面でも東京高師に匹敵する程度の体操科教員養成の実
績を残した制度であったと云えよう。
（2）「文検体操科」合格者の特性
「文検体操科」合格者の多くは現職の小学校教員で、その多くの修学歴は師範学校卒業
であった。本研究の結果、その師範学校は地元の師範学校であった事が、埼玉県の実態か
ら明らかになった。埼玉県における「文検体操科」合格者158名の中で、埼玉師範出身者
は104名（65.8％）を占めていたのである。
また彼らの特性を「苦学」と「立身出世」というキーワードから見てみると次のように
言うことができる。
早朝から深夜まで時間を‘|昔しみ、勉強時間を確保し、一方、実技の練習では、体育講習
会で教わったことを、普段は放課後1人練習、週末は仲間とともに練習に励む姿は受験生
の多くに見られた光景であった。「文検」合格者に一般的にみられる生涯学び続ける特性
も、戦後の体育団体の組織作りに関わったり、カリキュラム作りでグループ研究から大学
との共同研究が始まり、その調整役を担ったりしたその前向きな姿勢によく表れている。
さらに、立身出世の表れとしてのキャリアアップの面では、体操科においては就職先の
限られていた教育科や家事科、音楽科などと違い、埼玉県では「文検体操科」合格者の約
65％の者が中等学校教員へキヤリアアップを達成した。「文検体操科」の免許取得者数の確
保とともに、中等学校への就職も叶った学科目の一つであったと云えよう。
小学校から中等学校への異動の経過には3通り見られた。第1は「文検体操科」合格後、
小学校と中等学校の兼務経験をせずに異動した者。第2は小学校と中等学校との兼務期間
のある者。第3は「文検体操科」合格後、東京高師の研究科に進学した者であった。浅海
公平は第2グループの一人として、小学校専科訓導と中等学校の嘱託を経て、急増する実
業学校の川口工業学校の専任教諭となった。押田は第3のグループの一人として東京高師
研究科を経て埼玉師範へ就職。このような点でも、「文検体操科」合格者の上昇志向は見
てとれる。
以上のように、本研究ではこれまで全く手つかずの状態であった「文検体操科」につい
て実態をもとに解明した。
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